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　皆様も「スペパ」という言葉を耳にされる機会が増えたのでは
ないでしょうか。「スペパ」とは「スペース・パフォーマンス」の略
語で「空間対効果」や「面積に対する満足度・効率性」を意味し、
「コスパ」「タイパ」に続く新しい価値観を表現する言葉です。背景
には住宅費の高騰からくる「狭小化」が関係していますが、これは、
単に物を減らしたり持たないことにより空間を確保する、という物
理的な快適性を追求するだけではなく、「所有の必要性」「利用頻度」
などを見直し、自身にとっての必要なものの優先度を推し量ること
にも繋がっています。かつて物を所有することが豊かさの象徴だっ

た時代から、「余白の確保」を選択する価値観の変化だと言える
でしょう。かつて少数派だった単身世帯は住宅政策の対象とはみ
なされず、様々な制度を利用できずにいましたが、いまや総世帯の
4割を占める割合まで増加しました。このため、住宅ローンや住
宅ローン減税など単身世帯の住宅取得を促進する枠組みが整う
一方で、時代を反映し前述のような「スペパ」を意識した住まい
方も広がりました。「住まいにおける真の豊かさ」とは何か。本誌
「ひとり暮らしの住宅事情~単身者の住まい（その 2）~」を読み、
改めて考える機会となりました。

首都圏では少子高齢化・単身化による「家族」のダウンサ
イジングの進行とマンション価格の高止まりによる「住ま
い」のダウンサイジングが加速している。今月は「家族」の
ダウンサイジングと価格の高止まりが影響を及ぼした 「住
まい」のダウンサイジングの状況を確認していきたい。

首都圏においては単身世帯と高齢者世帯※の増加が同時に進行し

たことにより、世帯規模が縮小し平均世帯人員を押し下げる要因となっ

ている。単身世帯は2020年には約800万世帯に迫り、首都圏全体の

世帯の約40%を占めるまでになった。高齢者世帯は2020年には約

564万世帯となり、首都圏全体の世帯の約28%まで増加した。また

高齢者世帯比率を地域別で見ると2000年時点では東京都が約17%

と高かったが、2020年においては、東京都が約25%なのに対し、埼

玉県・千葉県が約31%、神奈川県が約30%となっている。これは、東

京都への若年層の流入が維持される一方、過去に家族形成を機に近

隣県へ移住した世帯がそのまま定年・高齢期を迎えたことに起因する。

その結果、平均世帯人員は2000年の約2.5人から2020年には約2.2

人まで縮小し、特に東京都では2015年に2.0人を切った  図表1 。

 【1】住宅ローン減税改正

 【2】「家族」のダウンサイジングと
　　「住まい」のダウンサイジング

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001975750.pdf  参照
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40㎡台住戸の供給状況（首都圏）図表2
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家族構成の変化（首都圏）図表1

資料：国勢調査をもとに長谷工総合研究所作成

資料：不動産経済研究所資料をもとに長谷工総合研究所作成

こうした「家族」のダウンサイジングと首都圏の新築マンション

価格の高止まりは、「住まい」のダウンサイジングにも影響を及ぼし

ている。平均面積40㎡台のマンションの価格は2025年には7,000

万円を超える水準となり、かつて全体の1〜3% 程度だった供給

比率は供給戸数が減少する中、2020年以降5% を超えた。こう

した「住まい」のダウンサイジングは「家族」のダウンサイジングの

進行・マンション価格の高止まりの中で、今後も都心部を中心に増

加が見込まれる  図表2 。2026年の税制改正により、40㎡台のコンパクトマンション等を

購入する際の住宅ローン減税の適用条件は以下に改正された。この

ことは単身者・小家族にマンション購入を後押しする材料となった。

1.所得制限:合計所得金が1,000万円以下であること

2.床面積要件:内法面積で40㎡以上に緩和する措置を既存住宅に

も適用する。

※高齢者世帯…世帯主が65歳以上の世帯

加速する「家族」と「住まい」のダウンサイジング
 ～データで見るコンパクト住戸の供給動向～

　この度、『マンション市場の流れ　首都圏・近畿圏版』（1973年1月
～2025年12月）A1判を販売する運びとなりました。本資料は長きに
わたりマンション市場動向を分析してきた長谷工総合研究所ならでは
の市場の流れが一目でわかる資料となっており、不動産業界だけでな
く、調査機関、金融機関など幅広くご活用いただいております。
　過去の市場の振り返りを通じた将来予測として、マンションの歴史
習得として、どうぞ皆様のお仕事にお役立てください。

『マンション市場の流れ 首都圏・近畿圏版』
（1973年1月～2025年12月）販売のお知らせ 

定価1,100円 （表示価格は税込み価格となります） 

ご購入につきましては
こちらからお問い合わせください。


